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我が国半導体産業復活の基本戦略

Step 1：IoT用半導体生産基盤
⇒生産ポートフォリオの緊急強化

2020年

2025年

市場規模全体：約50兆円 市場規模全体：約75兆円 市場規模全体：約100兆円

産業機器
（スマートシティ、
スマートファクトリー 等）

産業機器

出所：OMDIAのデータを基に経済産業省作成

2030年

Step 2：日米連携強化
⇒日米連携プロジェクトで次世代半導体
技術の習得・国内での確立

産業機器

Step 3：グローバル連携
⇒グローバルな連携強化による光電融合
技術など将来技術の実現・実装時期の前倒し

⚫ 2030 年に、国内で半導体を生産する企業の合計売上高（半導体関連）として、
15 兆円超（※2020年現在５兆円）を実現し、我が国の半導体の安定的な供給を
確保する。



⚫現在、我が国には40nmより先端のロジック半導体を製造する事業者が存在せず、これらの安定
供給を図るには国内での生産基盤の強化や技術・人材基盤の構築が必要。

先端ロジック半導体

国
内

海
外

世界からは10年遅れ 先端ロジック分野では後進国
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グローバルな半導体需要の見込み

（注）Omdiaや専門家へのヒアリング等を元にしたMcKinsey & Companyによる分析

（兆円）
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⚫ 今後はデータセンターにおける学習だけでなく、エッジあるいはエンドポイントにおける推論などのAI利
活用が急速に進むと想定。

⚫ エッジ・エンドポイントでは、搭載する機器の価格やバッテリー寿命（電力需要）の観点から、低コスト、
低消費電力かつ大容量・高帯域なメモリの開発が重要であり、こうした性質を有するAI向けメモリについ
て、開発を推進していく。

4

AI向けメモリ開発事例

ロジック

DRAM

＜クラウド側＞ ＜エッジ・エンドポイント側＞

一般的なDRAMの中に情報処理機能を付加することで
簡単な演算をDRAM内部で実施することで省エネ・高速化を実現

■Processing in Memory

■Wide-IO DRAM

■HBM

DRAM（LPDDR）

DRAM（LPDDR）

ワイヤーボンディング

DRAMをワイヤーボンディング（非TSV）で接続し、制御チップを
必要としない大容量・低消費電力・高帯域なメモリを低コストで実現ポスト５G基金で支援中（2023年10月採択）

⚫ ロジック：高性能化・低消費電力
⚫ DRAM：高ビット密度化

（微細化・高TSV密度）
⚫ 集積技術：高スタック化

高コスト
ハイエンド



既に顕在化している経済効果（熊本県）

✓ TSMCの投資決定以降、86社が熊本への進出又は設備拡張を公表（2024年11月時点）

設備投資の増加

雇用への効果

企業の進出

生活への波及

✓ JASMは2024年４月時点で約1,500人の従業員を雇用。九州フィナンシャルグループの試算では、2022年～2031年の10年間に、
県内の電子デバイス産業全体で10,700人の雇用効果が見込まれている。

✓ また、同グループの試算によれば、県内の一人当たり雇用者報酬増加効果は38万円/年と見込まれている。

✓ JASMの月給は大学学部卒で28万円、修士卒で32万円、博士卒で36万円であり、全国平均より、５万円以上高い水準。
（出所）賃金構造基本統計調査（令和４年、厚生労働省）等

✓ 菊陽町はTSMCからの税収を見込み、町内の小中学校８校の給食費と、保育施設のおかずやおやつに当たる副食費を2025年度から
無償化する旨表明。

（出所）各種報道等

✓ 九州地域の製造業における設備投資は、 TSMCの投資が決まった翌年の
2023年度には過去最大の80.3%の増加。2024年度にも同じ水準の
投資が継続。

✓ 半導体向け技術開発投資による、精密機械（33.6％増）や大型の製
造工場新設の増加、食品（55.3％増）や輸送用機械（25.0％増）
等の増加により、製造業関連全体の設備投資も増加。

（出所）地域別投資計画調査（日本政策投資銀行）

2022年度 2023年度
2024年度
（計画）

九州地域
製造業 0.3 80.3 3.6

全産業 3.0 46.2 2.2

全国
製造業 10.8 13.2 23.1

全産業 10.0 7.4 20.6

設備投資の増減率（％）

過去最大 水準持続
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先端半導体後工程の技術開発

日本サムスン
（2023年12月21日採択公表）
◆みなとみらいにパイロットラインを構築
◆3.xDチップレット技術の実現に向けて
国内の材料・装置メーカーと緊密に連
携して開発を行う

⚫ 先端パッケージ技術は、チップ間配線及び配線間接合の微細化が今後の競争力の源泉であり、その実現には材料・
装置・製造技術の一貫した技術開発が重要。

⚫ また、チップレット集積化は、チップ実装の自由度を高めることから、性能・電力を最適化する設計技術も重要。

⚫ ４月に追加で採択したRapidusにより先端パッケージ技術開発の統合的な開発・量産を目指すが、我が国の材
料・装置企業の競争力強化のために、TSMC, Samsung等とも連携したプロジェクトを並行して進める。

⚫ 組立工程においては、高度な製造を安定的かつ効率的に実施するため完全自動化を実現することが必要。11月に
インテルや国内装置、部材メーカーが参加する半導体後工程自動化・標準化技術研究組合（SATAS）を採択。

TSMCジャパン3DIC
研究開発センター
（2021年5月31日採択公表）
◆産総研（つくば）にパイロットラインを
構築

◆我が国の材料・装置メーカーと連携し
て、技術開発に取り組む

Rapidus
（2024年4月2日採択公表）

◆先端パッケージの設計から製造技術に
至るまで、北海道千歳市にパイロットラ
インを構築して量産・実用化を見据え
て一貫して取り組む

◆米IBM, 独Fraunhofer, 星IMEと

連携して進める

半導体後工程自動化・標準化
技術研究組合（SATAS）
（2024年11月6日採択公表）
◆組立・検査に着目し、完全自動化に必要
な装置・システム間の標準インタフェース開
発に取り組む

◆米インテル、 国内の装置・部素材メーカー
が参画
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分類 事業者名 品目 投資場所 供給開始 生産能力
事業総額
(億円)

最大助成額
（億円）

従来型
半導体

富士電機
デンソー

SiCパワー半導体
SiCエピウエハ

SiCウエハ

長野県松本市
愛知県幸田町
三重県いなべ市

(SiCパワー半導体)2027年5月
(SiCエピウエハ) 2026年9月

(SiCウエハ) 2026年9月

(SiCパワー半導体) 31万枚/年
(SiCエピウエハ) 34万枚/年

(SiCウエハ) 6万枚/年
2,116 705

製造
装置

カナデビア
（旧名：日立造船）

ラッピングプレート 福井県高浜町 2027年4月 2,050セット/年 27 9

タキロンシーアイ
半導体製造装置向け

樹脂プレート
兵庫県たつの市 2027年1月 2,000t/年 44 14

三井・ケマーズ
フロロプロダクツ

半導体製造装置用樹脂 静岡県静岡市 2028年12月 60%引き上げ ー 80

部素材
東洋合成工業

感光材・ポリマ―
高純度溶剤

千葉県東庄町、市川市
兵庫県淡路市

(感光剤・ポリマー) 2027年9月
(感光剤・ポリマー) 

2024年比1.4倍に引き上げ
211 70

三菱ケミカル 合成石英粉 福岡県北九州市 2028年9月 約35%引き上げ 111 37

＜採択案件一覧（半導体）＞ 合計6件、約917億円

経済安保推進法に基づく半導体・先端電子部品サプライチェーンの強靭化

分類 事業者名 品目 投資場所 供給開始 生産能力
事業総額
(億円)

最大助成額
（億円）

電子部品
スカイワークス BAWフィルタ 大阪府大阪市 2027年4月 28,800枚/年（8インチ） 134 44

村田製作所 BAWフィルタ 石川県白山市 2025年9月 4.8億個/年 164 54

＜採択案件一覧（先端電子部品）＞ 合計2件、約99億円

【R4補正:3,686億円（半導体）、R5補正：4,376億円（半導体）、212億円（先端電子部品）】

⚫ 2024年11月29日、半導体及び先端電子部品について、合計8件の安定供給確保計画を新規認定。
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AI・最先端半導体技術を起点にした経済成長の実現に向けたエコシステム

• クラウドを利用した生成AIの提供・利活用拡大と、自動車をはじめとするエッジ領域でのAI機能の搭載
の両面で、「AIの高度化」と「消費電力の削減」を最適化するハード・先端半導体の産業基盤の確保と
ソフト・生成AIの開発力を向上が設計プロセスを通じて相互円滑に機能していくためのエコシステム作
りこそが、今後の産業の国際競争力にとっては不可欠。特に人口減少・少子高齢化により人手不足経済
化に直面する我が国は、AIの活用による自動化の進展が急務。

ア
プ
リ

大規模言語モデル ロボティクスモデル
非言語モデル

（画像、動画、音声など）

データ
フィードバック

AIサービス

基盤モデル

計算基盤（クラウドサーバ、エッジ端末）

先端半導体
（ロジック・メモリ・パッケージ）

AIクラウドサービス利用産業

ﾊﾞｲｵ・ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ、材料、金融など

エッジ側でのAI機能の搭載

自動車、ロボティクスなど

フィード
バック設計

ア
プ
リ

ア
プ
リ

ア
プ
リ

ア
プ
リ

データ
フィードバック

AIサービス

半導体
メーカー

ＡＩサービス
プロバイダー

我が国の産業の国際競争力強化



専用

汎用

エッジ

自動車用先端半導体
（共通基盤技術）

エッジAI半導体

通信用AI半導体 AI学習用半導体

クラウド

半導体
設計開発

⚫ ロボティクス領域でのAI利活用の促進と、国内AI基盤（DC）への多様なAI半導体の
搭載拡大を進めつつ、半導体ユーザーと半導体サプライヤーが相互に円滑に連携する
エコシステムの構築に向け、半導体設計開発プロジェクトを拡大する。
– 海外の最先端設計拠点の国内呼び込みを通じた我が国イノベーション力の強化
– ラピダスの国内ユーザー基盤の拡大にもつながり得る先端半導体の国内利活用の

拡大

４象限全体として、設計 プロジェクト拡大を促進

9

半導体・デジタル産業政策の今後の方向性③



実施
機関

内容

エッジ向けのAI半導体 自動運転向け最先端半導体 通信用ＡＩ半導体 計算資源用ＡＩ半導体
（MN-core）

⚫ これまで、LSTCと米Tenstorrent社の連携によるエッジＡＩ半導体開発、トヨタ・ホンダ・日産など国内
車両メーカーを中心とした技術研究組合ASRAによる自動車向け最先端半導体開発を実施。

⚫ 2024年11月、EdgeCortix社による通信用AI半導体を新たに採択し、次世代5G基地局の分散型ユニット
（DU）の高性能化・低消費電力化に資する半導体設計プロジェクトを開始。

⚫ Preferred Networks社においては、AI用計算資源に特化したAI半導体の開発を進め、データセンターの高
効率化、省電力化を目指す。

（東大、産総研、Rapidus）
⚫ 車両メーカー：トヨタ、ホンダ、日産、スズキ、スバル、マツダ
⚫ 電装部品メーカー：デンソー、日立Astemo、パナソニック
⚫ 半導体メーカー：ルネサス、ソシオネクスト、ミライズ、

シノプシス、ケイデンス

※Rapidus 2nmチップ

※ ※
次世代5Gの仮想O-RAN環境に展開さ
れ、生成AIアプリケーションと低消費
電力の分散型ユニットアクセラレー
ションの両方を同一ハードウェア上で
サポートする
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MN-Coreは構造が単純であることから
実行可能な処理は限られるが、決めら
れた処理は高効率・省電力に実行可能。
AIの計算プロセスに特化させることで、
高効率化・省電力化を目指す

次世代半導体設計開発



「国民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対策
～全ての世代の現在・将来の賃金・所得を増やす～」（令和６年11月22日閣議決定）

こうした観点から、2030 年度までの７年間に必要となるＡＩ・半導体分野の技術開発

や設備投資計画を重点的に支援し、今後10年間で50兆円を超える官民投資を誘発し、

また、半導体生産等に伴う約160兆円の経済波及効果を実現する。このため、民間事業者

の予見可能性を高めていく必要があることから、複数年度にわたって、必要な財源を確保しつ

つ、補助・委託、金融支援、法制上の措置により 10 兆円以上の公的支援を行う「ＡＩ・

半導体産業基盤強化フレーム」を策定する。当該支援フレームの一環として、先端・次世代

半導体の国内生産拠点の整備や研究開発支援を実施するとともに、次世代半導体の量産

等のために必要な法制上の措置を検討し、次期通常国会に法案を提出する。

・補助金・委託費等：６兆円程度

・金融支援（出資や債務保証等：４兆円以上
11



AI・半導体関係 令和６年度補正予算の概要

AI・半導体関係の予算は、既存基金の活用とあわせて計1.6兆円。

＜補正予算案に計上されている主要予算＞

◆ ポスト５Ｇ情報通信システム基盤強化研究開発事業等
（AI・半導体関係） 【9,916億円】

先端半導体等の設計・製造技術や、ロボティクス分野の生成AIに関する基盤モデル等の
開発、実証に取り組む。

◆ 先端半導体の国内生産拠点の確保【4,714億円】

産業基盤の強靱化や戦略的自律性・不可欠性の向上の観点から、先端半導体の国内生
産拠点整備を支援し、事業者による投資判断を促すことで、安定供給の確保等を目指す。

※2030年度までの７年間で10兆円以上の公的支援を行う「ＡＩ・半導体産業基盤強化フレーム」を創設。

12
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⚫ 半導体産業を支え、その将来を担う人材の育成・確保に向けては、産業界、教育機関、行政の個々の取組に加えて、産
学官が連携した地域単位の取組（地域コンソーシアム）が６地域で進んでいる。

⚫ オールジャパンでこれら産官学の連携促進を進めるため、LSTCが旗振り役となる。また、次世代半導体の設計・製造基
盤の確立を図るべく、LSTCを中心として、半導体の設計・製造を担うプロフェッショナル・グローバル人材の育成を目指す。

LSTCの取組

✓ 産官学の連携促進の旗振り役、プロフェッショナル・グローバル人材の育成

地域単位の取組（地域コンソーシアム）

九州半導体人材育成等
コンソーシアム

（産）ソニー、JASM、TEL九州、SUMCO等
（学）九州大、熊本大、佐世保高専など
（官）九州経済産業局、熊本県など
✓ 今後、魅力発信コンテンツ作り、教育・産業界、海

外との連携強化等を検討。

中国地域半導体関連産業
振興協議会

（産）マイクロンなど
（学）広島大、岡山大、呉高専など
（官）中国経済産業局、広島県など
✓ 工場見学会、大学での半導体教育支援、半導

体企業紹介パンフレットの活用を強化。

中部地域半導体人材育成等
連絡協議会

（産）キオクシアなど
（学）名古屋大、岐阜高専など
（官）中部経済産業局、三重県など
✓ 今後、工場見学会、インターンシップ、特別講義

等を検討。

東北半導体・エレクトロニクス
デザインコンソーシアム（T-Seeds）

（産）キオクシア岩手、TEL宮城など
（学）東北大、一関高専など
（官）東北経済産業局、岩手県など
✓ 企業訪問、半導体製造プロセスの実習等、半導体産

業の魅力発信に向け取組を強化。

産業界の取組 国の取組教育機関の取組

✓ JEITAによる出前授業、工場見学、高専カリ
キュラム策定への貢献等

✓ 成長分野の国際競争力を支える、デジタル人材
育成推進協議会の実施等

✓ 高専における半導体カリキュラムの実施、大学での
研究開発を通じた人材育成等

半導体人材の育成に向けた取組状況

北海道半導体人材育成等
推進協議会

（産）ラピダスなど
（学）北海道大、旭川高専など
（官）北海道経済産業局、北海道など
✓ 今後、実務家教員派遣、工場見学等を実施し、

産学の接点作りを強化。

関東半導体人材育成等
連絡会議

（産）ルネサスなど
（学）茨城大、小山高専など
（官）関東経済産業局、茨城県など
✓ 今後、工場見学会、インターンシップ、魅力発信イ

ベント等を検討。
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LSTCについて
⚫ 次世代半導体の量産技術の実現に向けた研究開発拠点として「技術研究組合最先端半導体技術センター（Leading-edge Semiconductor 

Technology Center (LSTC)）」が2022年12月に設立。

⚫ 研究開発においては、研究開発策定責任者委員会にて、国内外の産業界のニーズを基に、次世代半導体の設計・製造に必要となる研究開発
テーマを策定。各研究開発部門にて、国内外の企業・研究機関と連携しながら、次世代半導体に資する研究開発。今後必要と考えられる研究開発
については、ロードマップを作成するとともに、米NSTCや欧州研究機関にも共有し、さらなる連携強化を図る。

⚫ 人材育成においては、オールジャパンで半導体人材育成に取り組むための旗振り役として、人材育成検討委員会及び３つのワーキンググループを
設置し、国内外の関係機関との連携を強化し、その取組の具体化を検討。次世代半導体の設計・製造基盤を担うプロフェッショナル・グローバル人

材の育成や主に地域単位の取組が担う技術・技能系人材の育成を目指すとともに、次世代半導体の需要となる新産業の創出を目指す。

⚫ 社会実装を意識した研究開発や産業界からのニーズを人材育成の取組により取り込むため、組合員等への参加を通して民間企業の参画を強化。

理事長
東 哲郎

アカデミア代表
五神 真、藤井 輝夫、大野 英男、寳金 清博、益 一哉

研究開発策定委員会
石丸 一成（Rapidus）
昌原 明植（産業技術総合研究所）
黒田 忠広（東京大学）
平本 俊郎（東京大学）
須川 成利（東北大学）
知京 豊裕（物質・材料研究機構）
菅沼 克昭（大阪大学）
小池 淳義（Rapidus）

設計技術  黒田 忠広

デバイス技術  平本 俊郎、若林 整

プロセス・装置技術 須川 成利

材料技術 知京 豊裕

３Dパッケージ 福島 誉史

新産業創出 平山 照峰

大学・地域・産業連携WG 戸津 健太郎

設計人財WG                池田 誠

新産業創出人財WG       大橋 匠

組合員及び準組合員※2024年11月時点

人財育成検討委員会 益 一哉

ソフトバンク㈱
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LSTC人財育成検討委員会
⚫ LSTC人財育成検討委員会は、オールジャパンで取り組む半導体人材育成の旗振り役となるため、「大学・地域・産業連

携WG」、「設計人財WG」、「新産業創出人財WG」の３つのワーキンググループを組成し、現状と将来の双方の観点か
ら必要な人材を検討し、人材の育成・確保に取り組む。

⚫ 半導体業界に今後必要な人数を把握し、現状とのギャップを埋めるための具体的な施策の検討や、アカデミアでの活用
を想定した標準スキルマップの整理など、短期・中期・長期の時間軸を意識した取組を検討・実施することが重要。

大学・地域・
産業連携

WG

設計人財
WG

新産業
創出人財

WG

戸津 健太郎
（東北大学）

座長

池田 誠
（東京大学）

大橋 匠
（東京科学大学）

役割

大学・高専、地
域、産業界などの
相互の連携構築
と強化

主な取組
• 地域コンソや構成団体が拠点とする地域を超えて連携するためのサポートを実施

• 今後想定される半導体関連人材の必要人数の試算、不足人数への具体的な施策の検
討・実施

• アカデミアにおける半導体関連カリキュラム検討のベースとなる標準スキルマップ
の検討

• 引き続き地域コンソーシアムの取組及び業界団体や研究機関等の独自の取組を把握
し、優良な先行事例の他地域への横展開や各地域内で足りないリソース・コンテン
ツ等の融通等のコーディネートを検討

高度半導体設計
に資する人材育
成プランの策定と
実施

新産業の検討に
基づく人材育成プ
ランの策定

• Tenstorrentと連携して取り組むNEDOプロジェクトの実施及び今後我が国に必要
な設計人財育成確保に向けたプロジェクト（取組、プログラム）の検討・遂行（実
施）

• アカデミアにおける半導体設計に係るカリキュラム検討のベースとなる標準スキル
マップの検討

• 実習を含めた教育環境整備の検討

• 地域コンソーシアムにおいて設計人材育成活動への強化・支援

• 起業家、アカデミア、VC、メディア、省庁など多様な業種へのインタビューを通
して新産業創出人材を育成するためのエコシステムの検討

• 新産業の検討に基づくユースケースの検討

• 海外の教育機関や産業界との連携構築

人
財
育
成
検
討
委
員
会

委員長
益 一哉
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地域間連携取組事例

⚫ LSTCや各地域コンソーシアムを軸に、先行地域の取組の横展開や地域を超えた産学連携、複数地域の大
学間連携など、地域を超えた産学官間の連携が各地で進んでいる。

大学間連携
～オンライン学習コンテンツ～

●東北大学は、令和6年4月にS-
Hub（半導体クリエイティビティハ
ブ）を設立。S-Hubは、半導体講
座・実習などの教育プログラムや運営、
海外大学・企業との連携等に取り組
む。
●北海道大学や熊本大学と連携し、
オンラインコンテンツ開発など半導体
人材育成に関する取組を実施。オン
ラインコンテンツは令和7年4月より配
信開始予定。

産学連携
～出前講座（設計）～

産学連携事例・ポイントの全国展開
～産学連携ガイドブック～

優良事例の地域間共有
～教職員向け研修プログラム～

●旭川高専は、専攻科１年生向け
の科目「集積回路設計」の授業内
容を高度化するため、熊本県内に本
社を持つメイビスデザイン㈱と協働で、
令和6年6月～7月に「エッジAI半
導体の設計」授業を実施。
●同社技術者によるオンライン講義
に加えて、熊本県から設計技術者が
来校し、対面での実践的な授業を
行った。

●中国地域半導体関連産業振興
協議会は、令和６年11月に地域内
の大学や高校等教育機関の教職
員向けに半導体講義やラボ・工場ツ
アーなどの半導体研修プログラムを
実施。
●本プログラムの検討に当たって、人
材育成等の取組で先行する九州半
導体人材育成等コンソーシアムの実
施事例等を参考に効果的なプログ
ラムを企画。

●九州半導体人材育成等コンソー
シアムにおいて、SIIQや佐世保高
専が中心となって、半導体教育にお
ける産学連携のポイントと事例をまと
めた産学連携ガイドブックを作成。
令和7年2月頃完成予定。
●令和7年4月以降九州地域の人
材育成における産学連携のノウハウ
が詰まった本ガイドブックを全国各
地域コンソーシアムをはじめとした団
体等に展開を図る。



⚫ 2024年11月、高度設計人材育成を実施するためのプロジェクトとして、LSTC及びTenstorrent社が連携
してOJT等により人材育成を実施する事業を採択。

 上級：最先端半導体設計をしている現場に参加して最先端半導体の設計技術を習得し、アーキテクトを育てる

コース。本経験を活かし、日本のAI・半導体産業を牽引するリーダーとして成長することを期待

 中級：半導体設計データ等を活用した設計工程を経験することで、設計時の問題解決能力を習得するコース。

 初級：世界でも通用する最先端EDAツールの活用方法の習得するコース。（認証資格も取得可能）

⚫ 今後、LSTCより各コースの受講生募集を実施する予定。

17

設計人材育成

募集

• 大規模チップアーキテクト
• リスキリングや新人研修
• 新たにSoC開発に参入
するシステムメーカー

• 半導体業界への従事を
目指す学生 等

選考

• 書類選考
• インタビュー
• 技術力審査

人材育成

• 上級コース
• 中級コース
• 初級コース

■本プログラムの流れ
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NSTC概要

• CHIPS法に基づき、産官学コンソーシアムのNational Semiconductor 
Technology Center(NSTC)と、運営をする非営利組織Natcastが設立済。

• 50億ドルの政府資金により、５月にロードマップを公表し、 2024年夏に始動。

NSTC
（官民コンソーシアム）

CHIPS R&Dオフィス

プロトタイプ施設 先端パッケージ施設 etc..提携大学ラボ

Natcast

NSTC運用モデル

連携

ハンフォードCEO

NSTC概要

連携 連携

運営資金調達

連携
・産学官から成るメンバー制の会員
組織として、先端半導体分野の研
究開発をリードし、産業育成を図る
中心的役割として機能。

・米国以外の有志国からも参加可
能だが、懸念国からの参加は認め
られていない。
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• NSTCは24年9月末にコンソーシアムのメンバーシップを開始。また10月には3つのゴー
ルからなる『2025-2027年の戦略計画』を公表。

NSTCロードマップ（10月末時点の状況） NSTC戦略計画（３つのゴール）

１.米国の技術リーダーシップを拡大する
（最新の半導体を米国で設計、試作、およ
び試行する）

2. 試作までの時間とコストを削減する
（共有施設と専門知識を活用）

3. 半導体の人材エコシステムを構築し
維持する （採用・訓練・再訓練を支援）

NSTCの最近の状況①
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• NSTCは①ニューヨーク州アルバニーのEUV研究開発施設と、②カリフォルニア州サ
ニーベールのデザイン・コラボレ―ション施設を発表済（24年11月）。

• NSTCはR&Dの先行する取り組みとして、①AIによる高周波ICの設計、②半導体開
発初期の計測施設の共有、③PFASの検知と回避の3つを立ち上げた。

R&D Jump Start Projects
（先行している3つのテーマ）

NSTCの最近の状況②

①EUV研究開発施設（EUV Accelerator）

CHIPS法に基づき連邦政府が8.25億ドルの設備投資支援
を行い、Albany NanoTech Complexに立地。
最先端のEUVリソグラフィ・ツールや、次世代の研究開発能力
へのアクセス（標準NA EUVは2025年、高NA EUVは
2026年）を提供。

②デザイン・コラボレーション施設

半導体の設計に関する研究開発のほか、
Workforce Center of Excellence （WCoE）を通じた
人材開発、投資、協業の促進を行う。

NSTCの施設

※今後、プロトタイプ施設等も公表される見通し。



日米首脳共同声明（2025年2月7日）

＜和文＞
経済関係の強化に向けた揺るぎない進路を示し、この経済パートナーシップを新たな 次元に引き上げるため、両
首脳は、二国間のビジネス機会の促進並びに二国間の投資及 び雇用の大幅な増加、産業基盤の強化及び
ＡＩ、量子コンピューティング、先端半導体といった重要技術開発において世界を牽引するための協力、経済
的威圧への対抗及び強 靭性構築のための取組の強化、自由で公正な経済秩序に支えられるインド太平洋地
域の 成長の共同での促進を追求する。両首脳はまた、輸出管理を通じたものも含む重要機微 技術の一層の
促進及び保護並びにサプライチェーンの強靭性の強化のため、政策を整合 させるための議論を継続することを決
意した。

＜英文＞
To chart an unwavering course for strengthening economic ties and elevating the economic partnership to the next 
level, the two leaders will seek to: promote business opportunities and significantly increase bilateral investment 
and employment; strengthen their industrial bases and collaborate to lead the world in developing critical 
technologies such as AI, quantum computing, and leading-edge semiconductors; enhance efforts to counter and 
build resilience against economic coercion; and jointly promote growth in the Indo-Pacific region underpinned by a 
free and fair economic order. They also resolved to continue discussions on aligning policies to further promote and 
protect critical and sensitive technologies, including through export controls, and to enhance supply chain resilience.



⚫ 産業基盤の持続的な強化には、産業界とアカデミアの双方が、長期的な目線に立ったポジティブ

な影響を相互に作用させることが継続できるエコシステムを構築していくことが重要
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グローバルトップレベルのコンピューティング産業基盤の確立に向けた
アプローチの強化（LSTCの機能と産学連携の強化）

LSTCの
機能強化

⚫ アカデミアに加えて、産業界からのLSTCへの参画拡大しつつ、海外のトップ半導体関連
拠点との連携を深めていく

産学連携
の強化

⚫ 実用化につながる研究開発と新産業創出が継続するエコシステムの構築

– アカデミア→産業界：実用化・産業化に向けたリアリティある技術開発の拡大
– 産業界→アカデミア：産業界から教育・研究機関等の活動へのコミットメントの拡大

産業界は、国際競争力のあるアカデミアからの長期的な視点に立ったビジネスモデルの変革や技術シーズ
の取り込みを促進していくことが重要であり、そうした目線からの国内アカデミアへのコミットメントを
拡大していくことが必要ではないか

アカデミアは、基盤的な技術シーズの探索から社会実装と産業の国際競争力の強化につながる現実的な
応用に結びつけていくことの重要性への意識を高め、世界トップレベルのアカデミア視点からの産業界
へのインパクト提供を拡大していく必要があるのではないか

産業界

アカデミア
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